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(5) 青森県景気基準日付(景気の山)の暫定設定 

 

(peak)

(trough)

 

 

( )  

 15 ( ) 24 (2012 )4

( ) 24 (2012 )5

21 (2009 )4

24 (2012 )5 37 (1989 ) 2

 

 ( )

( 1-1) 

青 森 県 全  国

山 谷 拡張期間 後退期間 全循環 山 谷 拡張期間 後退期間 全循環

4 S37.6 S37.12 6カ月 S36.12 S37.10 42カ月 10カ月 52カ月

5 S39.2 S40.1 14カ月 11カ月 25カ月 S39.10 S40.10 24カ月 12カ月 36カ月

S44.1 S44.9 48カ月 8カ月 56カ月

6 S46.2 S47.4 17カ月 14カ月 31カ月 S45.7 S46.12 57カ月 17カ月 74カ月

7 S48.9 S50.3 17カ月 18カ月 35カ月 S48.11 S50.3 23カ月 16カ月 39カ月

8 S51.12 S53.3 21カ月 15カ月 36カ月 S52.1 S52.10 22カ月 9カ月 31カ月

9 S55.1 S57.3 22カ月 26カ月 48カ月 S55.2 S58.2 28カ月 36カ月 64カ月

10 S60.4 S62.3 37カ月 23カ月 60カ月 S60.6 S61.11 28カ月 17カ月 45カ月

11 H3.3 H6.1 48カ月 34カ月 82カ月 H3.2 H5.10 51カ月 32カ月 83カ月

12 H9.3 H11.2 38カ月 23カ月 61カ月 H9.5 H11.1 43カ月 20カ月 63カ月

13 H12.8 H14.3 18カ月 19カ月 37カ月 H12.11 H14.1 22カ月 14カ月 36カ月

14 H19.9 H21.4 66カ月 19カ月 85カ月 H20.2 H21.3 73カ月 13カ月 86カ月

15 (H24.5) - (37カ月) - - (H24.4) - (37カ月) - -

※全国の値は内閣府経済社会総合研究所公表資料による。

図１－１　　青森県と全国の景気基準日付一覧表

循環
区分
(国)

 

 

(6) 青森県景気基準日付の設定方法 

 ( ) ( )

 

 

( ) ( )  
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(※)ブライ・ボッシャン(Bry-Boschan)法 

46 (1971 ) ( )

5

15 12

 

 

(7) 今回のヒストリカルＤＩの動向 
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( ) 24 (2012 )5 ( 1-2, 1-1) 
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図1-2 ヒストリカルＤＩの状況

景気後退期 ＨＤＩ

平成9年3月平成6年1月 平成11年2月 平成12年8月 平成14年3月

平成24年

5月

平成19年9月 平成21年4月

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
景気基準日付

大型小売店販売額（既存店） + + + + + + + + + + + +
旅行取扱高 - - - - + + + + + + + +

鉱工業生産指数(H22=100) + + + + + + + + + + + +
大口電力使用量 - - - + + + + + + + + +

有効求人倍率（全数） + + + + + + + + + + + +
輸入通関実績（八戸港） - - - - - + + + + + + +

東北自動車道ＩＣ利用台数 + + - - - - - - - - - -
拡張系列数 4 4 3 4 5 6 6 6 6 6 6 6
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

ヒストリカルＤＩ(%) 57.1 57.1 42.9 57.1 71.4 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7

表1-1  一致系列の個別指標の動向（ヒストリカルＤＩ）
平成23年（2011年）
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
景気基準日付 山

大型小売店販売額（既存店） + + + - - - - - - - - -
旅行取扱高 + + + + - - - - - - - -

鉱工業生産指数(H22=100) + + + + + + + + + + + +
大口電力使用量 + + + + + + + + + + + +

有効求人倍率（全数） + + + + + + + + + + + +
輸入通関実績（八戸港） + + + + + - - - - - - +

東北自動車道ＩＣ利用台数 - - - - - - - - - - - -
拡張系列数 6 6 6 5 4 3 3 3 3 3 3 4
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

ヒストリカルＤＩ(%) 85.7 85.7 85.7 71.4 57.1 42.9 42.9 42.9 42.9 42.9 42.9 57.1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
景気基準日付

大型小売店販売額（既存店） - + + + + + + + + + + +
旅行取扱高 - - - - - - - - - - - -

鉱工業生産指数(H22=100) + + + + + + - - - - - -
大口電力使用量 + + + + + + + + + + + +

有効求人倍率（全数） + + + + + + + + + + + +
輸入通関実績（八戸港） + + + + + + + + + + + +

東北自動車道ＩＣ利用台数 - - - - - - - - - - - -
拡張系列数 4 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

ヒストリカルＤＩ(%) 57.1 71.4 71.4 71.4 71.4 71.4 57.1 57.1 57.1 57.1 57.1 57.1

平成24年（2012年）

平成25年（2013年）

表1-1（続き）  一致系列の個別指標の動向（ヒストリカルＤＩ）
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(8) 青森県の景気の山(暫定)における波及度、量的な変化及び期間の確認 

 ( )

 

 

○ 波及度(Diffusion) 

 ( ) ( ) ( )

 

 ( 23 (2011 )1 25 (2013 )12 )

2  

 23 (2011 )3 (1 ) 

 24 (2012 )6 24 (2012 )11 (6 ) 

23 (2011 )3 42.9 50.0 7
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3 23 (2011 )4 50

 

24 (2012 )6 11 42.9

12 50  

24 (2012 )5 ( 1-2, 1-1) 

 

○ 量的な変化(Depth) 

 

 

 24 (2012 )5 126.6 50 11

117.7 7.6  

 14 6
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( 1-3) 

 

図1-3 ＣＩ（一致指数）の推移 
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(9) 本県の景気基準日付の検証 

○ 当時の経済動向 

23 (2011 )3

 

24 (2012 )9

 

 

 

 県内各機関等の景況調査結果 
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図1-4-1 日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査」
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2 青森県景気ウォッチャー調査 

 

(1) 調査の概要 

3 (1 4 7 10 )

 

 4

(

) 100

 

 3 ( ) 3

( ) 2

 

 

○ 地区別・分野別客対数 

30 23 4 3

30 22 6 2

30 21 7 2

10 9 1 0

100 75 18 7  

○ 分野別の業種・職種 

 

○ ＤＩの算出方法 

 5 ( )

 

1 0.75 0.5 0.25 0
 

 ( ) 50 50  

 

 181 



(2) 景気の現状判断ＤＩ・先行き判断ＤＩの推移 
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資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」 ※ シャドー部分は本県景気の後退局面

図2-1 青森県景気ウォッチャー調査 景気現状判断DI・先行き判断DIの推移
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25 (2013 )

( 2-1) 

 

(3) 地区別景気の現状判断ＤＩの推移 
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図2-2 地区別現状判断DIの推移

景気後退期 下北(参考値)

東青 津軽
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資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」 ※ シャドー部分は本県景気の後退局面
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(4) 景気の実感 

～「景気ウォッチャー」生の声 平成25年(2013年)調査の「現状判断」コメントから～ 

(◎：良、○：やや良、□：不変、△：やや悪、×：悪) 

◆平成25年(2013年)1月調査 

消費動向

○ 年末年始の人出も前年と比較して多く、購買意欲も増してきているように感じる。 津軽 百貨店

○
商店街に新規店舗がオープンし、百貨店にも新規テナントが入った相乗効果により、来街者の増加
につながっている。

津軽 商店街

○ 数年ぶりに社員旅行を実施・再開したケースも出てきた。 県南 旅行代理店

□ 個人消費に上向き感があるが、良くなっているとまでは言えない。 東青 都市型ホテル

□ お歳暮ギフト、年末の購買動向、客単価等から判断して、お客様のサイフのひもは固い。 県南 卸売業

△ 秋の紅葉で観光客が多かったが、冬期はデータ的に見ても下回ることが多いので。 東青 観光名所等

△
年末年始の売上状況やお客様の来店状況を見ると、12月はお客様の動きが鈍く、また、年始におい
ても期待ほどの動きになっていない。

県南 百貨店

△ お歳暮の買上点数が減っているのが目立ちます。家計を切り詰めていると思われます。 下北 一般小売店

× 年末商戦、初売りの苦戦、特に食料品の単価ダウンでの売上縮小傾向続く。 東青 百貨店

雇用、生産動向

□
2012年の円高や国際問題、国内経済の行き詰まりに対し、明確な改善要因が見られない。輸出も下
げ止まったままである。地方であっても製造業は今や世の中の動きと連動している。

県南 電気機械製造

△
求人の数等に大きな変化は見られないが、条件が正→契、月給→時給と安定していないものが多く
なり、時間当たりの賃金も若干ではあるが減っている。

東青 人材派遣

△ 景気低迷で需要が伸びない中、価格の下落など厳しさが増した。 県南 紙・パルプ製造

× 3カ月前と比べて受注は半減している。 津軽 電気機械製造
 

 

◆平成25年(2013年)4月調査 

消費動向

◎ 寒さも和らぎ人出も上々。いつもの年より平日も人出が落ちないように感じる。 東青 一般飲食店

○
3カ月前は冬季真っ只中で、日中の雪も多かったため、購買欲も薄く、1～2月はスーパー、コンビニ等
の売上がかなり減少していた。

東青 卸売業

○ お客様の雰囲気が違う。実質の収入まではまだだが、景気の「気」はいい。 東青 衣料専門店

○ 4月の予約が前年同月比で96名増となっている。 津軽 観光型ホテル・旅館

□ カテゴリーでの価格販売をみると、まだ低価格ラインの指示が高い。 東青 家電量販店

△ 冬期間（閑散期）の悪い状況が続いている感がある。 東青 都市型ホテル

△ 今年の大雪で出費が多くなったので、生活を切り詰めている様子。 東青 タクシー

△ 飲み屋街を歩く人々が減っていると感じる。 下北 スナック

雇用、生産動向

○ 求人広告が出てきた。 津軽 新聞社求人広告

○ 新規引き合いが増えている。（今までとは違う業界。世間の事業シフト、事業環境の変化を感じる。） 県南 電気機械製造

□
中小企業においては、所得向上などまだまだ目に見えるものではなく、大手と違い温度差があると思
う。

津軽 卸売業

□ 良くなって欲しいという願望が先行しているが、実態の景気はデフレ基調から抜け出せていない。 県南 食料品製造

□
政府の経済政策で景気が良くなる機運になっているが、実際は円安で石油の価格が上昇し、家計や
会社の経費を圧迫している。

下北 ガソリンスタンド
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(4) 景気の実感 

～「景気ウォッチャー」生の声 平成25年(2013年)調査の「現状判断」コメントから～ 

(◎：良、○：やや良、□：不変、△：やや悪、×：悪) 

◆平成25年(2013年)1月調査 
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◆平成25年(2013年)7月調査 

消費動向

○ 高額商品の売れ行きが好調（絵画、陶芸、宝飾）。 東青 百貨店

○
消費税率が上がる前、住宅ローンの金利が上がる前の駆け込み需要と思われるお客様が多くなって
いる。

津軽 住宅建設販売

○ 売上高前年比、客数前年比、客単価前年比、ともに３カ月前より回復しています。 県南 スーパー

□ 景気回復への期待感が高まっているが、売上に反映されるまでには至っていない。 東青 家電量販店

□
民間住宅建築が、回復しつつあるものの、円安に伴う原材料の高騰、個人消費の低迷により、全体と
して大きな変化はない。

東青 経営コンサルタント

□
夏のクリアランスシーズンに入ってもお客様の購買状況は活気を見せずにおり、また、天候も夏らしさ
になっていないことも加え、夏の商戦としては低迷していること。

県南 百貨店

□ 観光シーズンに入っても、ツアーのお客様が伸びない。 下北 都市型ホテル

△
昨年の暮れから続いた政府の経済政策効果も実態が伴っていないことから失速してきたようだ。夏の
ボーナス時期を挟んでも少し消極的です。

東青 衣料専門店

△
政府の経済政策効果は実感できず、消費税の増税が頭にあるのか、生活防衛に入っている感があり
ます。当店ではギフトも取り扱いがあるのですが、買上個数が減っております。

下北 一般小売店

雇用、生産動向

関与企業の業績もアップしているので。黒字企業が多くなった。 県南 経営コンサルタント

○ 業界は仕事が多く、人手が足りない状況。 県南 設計事務所

景気回復の波及効果が地方まで及んでいない。回復傾向が続くとしても地方に効果が現れるのはま
だ先のことと思われる。

津軽 商店街

□ 今も景気は冷え込んだままで、良くなっているという実感は感じられない。 津軽 タクシー

△ 不順天候もあるし、円安による物価上昇などローカルは大変な状況である。 県南 一般飲食店

△ 円安による海外原料の高騰、国内原材料の不安定感による手詰まり感がある。 県南 食料品製造
 

 

◆平成25年(2013年)10月調査 

消費動向

◎ 消費税増税前の駆け込み需要が非常に多かった。通常の3～4倍の獲得だった。 東青 住宅建設販売

○ (消費税)増税前の駆け込み需要が徐々に感じられる。 津軽 乗用車販売

□
売上も前年並みで、安定しているといえば聞こえはいいが、電気料金等経費が増加しており、利益の
確保に四苦八苦している。

東青 都市型ホテル

□ 客単価が低い傾向が続いている。 津軽 観光型ホテル・旅館

□ 7月、8月と夏物衣料が伸び悩み、前年割れとなってしまいました。 県南 衣料専門店

△ 8月の繁忙期も売上が低迷、9月もほとんど残暑もなく、飲料水、ビール類が低迷。 東青 卸売業

△ 目的買いが少ない。買上点数、客単価も下がっており、依然として消費は冷え込んでいると感じる。 津軽 百貨店

△ 天候の影響を受けて景気は回復できていない。来店客数、平均単価は前年を割り込んでいる。 県南 スーパー

× 人の動きが少なく、前にも増して静かである。（スナック・津軽） 津軽 スナック

雇用、生産動向

○ 市内建設各社は、春先以降、まんべんなく仕事を受注、協力業者など、広範囲に経済稼働している。 東青 設計事務所

○ 住宅建築が堅調の様子から。 東青 新聞社求人広告

○ 求人を出しても人が集まらない。 県南 電気機械製造

□
若干の上向き感はあるが、マインド的なもので、実際には伸びている業種とそうではない業種があり、
トータルではあまり変化がない。

東青 広告・デザイン

□
電気業界で売れているものはスマートフォンだけですが、部品の価格が下落しており、部品メーカー
では利益が出ない状況が続いています。

津軽 電気機械製造

□
採用活動をしている会社は多くなったが、人材を求めるボーダーは低くなっておらず、大きな雇用改
善までには至っていないとみえる。

東青 人材派遣
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3 各種統計調査 

 

 25 (2013 )

 

  

 

(1) 平成24年経済センサス－活動調査 

 

 

 

2

 

 24 (2012 )2

 

 

① 概況 

 ( ) 6 1,549 21

6,115 (9.0 ) 50 3,372

21 3 5,921 (6.7 )  

576 8,489 21

43 733 (6.9 ) 5,583 7,252 21

260 4,877 (4.5 )

( 3-1-1) 

 

平成21年 平成24年 増減数
増減率
（％）

平成21年
（人）

平成24年
（人）

増減数
増減率
（％）

青森県 67,664 61,549 -6,115 -9.0 539,293 503,372 -35,921 -6.7
全   国 6,199,222 5,768,489 -430,733 -6.9 58,442,129 55,837,252 -2,604,877 -4.5

事業所数 従業者数
項目

表3-1-1　青森県・全国の事業所数及び従業者数の動き

資料）総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」
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② 産業別事業所数及び従業者数 

1 6,314 (

27.5 ) 8,285 ( 14.0 )

6,877 ( 11.6 ) 3 5

3

 

1.5

( ) 18.9 16.8

( 3-1-2, 3-1-2) 

9.6 %

10.1 %

9.0 %

5.2 %

25.8 %

27.5 %

13.1 %

14.0 %

8.8 %

11.6 %

6.6 %

7.2 %

27.1 %

24.4 %

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全国

青森県

（％）

図3-1-1 青森県・全国の産業大分類別事業所数の構成比

建設業 製造業 卸売業、小売業
宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業 医療、福祉
その他

資料）総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」  
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農林漁業（個人経営除く）

医療、福祉
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図3-1-2 青森県・全国の主な産業大分類別事業所数の増減率（平成21年～24年）
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建設業

医療、福祉
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全国

資料)総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」  
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構成比
（％）

総計（事業内容等の不詳事業所を含む） 67,664 61,549 -6,115 -9.0
合計 66,058 59,346 100.0 -6,712 -10.2
　農林漁業（個人経営除く） 687 614 1.0 -73 -10.6
　鉱業、採石業、砂利採取業 49 37 0.1 -12 -24.5
　建設業 6,721 5,991 10.1 -730 -10.9
　製造業 3,153 3,087 5.2 -66 -2.1
　電気・ガス・熱供給・水道業 52 44 0.1 -8 -15.4
　情報通信業 470 446 0.8 -24 -5.1
　運輸業、郵便業 1,531 1,426 2.4 -105 -6.9
　卸売業、小売業 18,588 16,314 27.5 -2,274 -12.2
　金融業、保険業 1,281 1,206 2.0 -75 -5.9
　不動産業、物品賃貸業 3,873 3,510 5.9 -363 -9.4
　学術研究、専門・技術サービス業 1,803 1,660 2.8 -143 -7.9
　宿泊業、飲食サービス業 9,664 8,285 14.0 -1,379 -14.3
　生活関連サービス業、娯楽業 7,422 6,877 11.6 -545 -7.3
　教育、学習支援業 1,732 1,648 2.8 -84 -4.8
　医療、福祉 4,231 4,295 7.2 64 1.5
　複合サービス事業 578 481 0.8 -97 -16.8
　サービス業（他に分類されないもの） 4,223 3,425 5.8 -798 -18.9

構成比
（％）

総計（事業内容等の不詳事業所を含む） 6,199,222 5,768,489 -430,733 -6.9
合計 5,886,193 5,453,635 100.0 -432,558 -7.3
　農林漁業（個人経営除く） 32,307 30,717 0.6 -1,590 -4.9
　鉱業、採石業、砂利採取業 2,915 2,286 0.0 -629 -21.6
　建設業 583,616 525,457 9.6 -58,159 -10.0
　製造業 536,658 493,380 9.0 -43,278 -8.1
　電気・ガス・熱供給・水道業 4,199 3,934 0.1 -265 -6.3
　情報通信業 77,900 67,205 1.2 -10,695 -13.7
　運輸業、郵便業 147,611 135,468 2.5 -12,143 -8.2
　卸売業、小売業 1,555,333 1,405,021 25.8 -150,312 -9.7
　金融業、保険業 91,888 88,831 1.6 -3,057 -3.3
　不動産業、物品賃貸業 407,793 379,718 7.0 -28,075 -6.9
　学術研究、専門・技術サービス業 239,969 219,471 4.0 -20,498 -8.5
　宿泊業、飲食サービス業 778,048 711,734 13.1 -66,314 -8.5
　生活関連サービス業、娯楽業 509,966 480,609 8.8 -29,357 -5.8
　教育、学習支援業 168,172 161,295 3.0 -6,877 -4.1
　医療、福祉 344,071 358,997 6.6 14,926 4.3
　複合サービス事業 38,586 33,357 0.6 -5,229 -13.6
　サービス業（他に分類されないもの） 367,161 356,155 6.5 -11,006 -3.0

表3-1-2　青森県・全国の産業大分類別事業所数

資料）総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」

青森県

全国

項目 平成21年
平成24年

増減数
増減率
（％）

平成24年
平成21年 増減数

増減率
（％）

項目

 

 

 

 188 



構成比
（％）

総計（事業内容等の不詳事業所を含む） 67,664 61,549 -6,115 -9.0
合計 66,058 59,346 100.0 -6,712 -10.2
　農林漁業（個人経営除く） 687 614 1.0 -73 -10.6
　鉱業、採石業、砂利採取業 49 37 0.1 -12 -24.5
　建設業 6,721 5,991 10.1 -730 -10.9
　製造業 3,153 3,087 5.2 -66 -2.1
　電気・ガス・熱供給・水道業 52 44 0.1 -8 -15.4
　情報通信業 470 446 0.8 -24 -5.1
　運輸業、郵便業 1,531 1,426 2.4 -105 -6.9
　卸売業、小売業 18,588 16,314 27.5 -2,274 -12.2
　金融業、保険業 1,281 1,206 2.0 -75 -5.9
　不動産業、物品賃貸業 3,873 3,510 5.9 -363 -9.4
　学術研究、専門・技術サービス業 1,803 1,660 2.8 -143 -7.9
　宿泊業、飲食サービス業 9,664 8,285 14.0 -1,379 -14.3
　生活関連サービス業、娯楽業 7,422 6,877 11.6 -545 -7.3
　教育、学習支援業 1,732 1,648 2.8 -84 -4.8
　医療、福祉 4,231 4,295 7.2 64 1.5
　複合サービス事業 578 481 0.8 -97 -16.8
　サービス業（他に分類されないもの） 4,223 3,425 5.8 -798 -18.9

構成比
（％）

総計（事業内容等の不詳事業所を含む） 6,199,222 5,768,489 -430,733 -6.9
合計 5,886,193 5,453,635 100.0 -432,558 -7.3
　農林漁業（個人経営除く） 32,307 30,717 0.6 -1,590 -4.9
　鉱業、採石業、砂利採取業 2,915 2,286 0.0 -629 -21.6
　建設業 583,616 525,457 9.6 -58,159 -10.0
　製造業 536,658 493,380 9.0 -43,278 -8.1
　電気・ガス・熱供給・水道業 4,199 3,934 0.1 -265 -6.3
　情報通信業 77,900 67,205 1.2 -10,695 -13.7
　運輸業、郵便業 147,611 135,468 2.5 -12,143 -8.2
　卸売業、小売業 1,555,333 1,405,021 25.8 -150,312 -9.7
　金融業、保険業 91,888 88,831 1.6 -3,057 -3.3
　不動産業、物品賃貸業 407,793 379,718 7.0 -28,075 -6.9
　学術研究、専門・技術サービス業 239,969 219,471 4.0 -20,498 -8.5
　宿泊業、飲食サービス業 778,048 711,734 13.1 -66,314 -8.5
　生活関連サービス業、娯楽業 509,966 480,609 8.8 -29,357 -5.8
　教育、学習支援業 168,172 161,295 3.0 -6,877 -4.1
　医療、福祉 344,071 358,997 6.6 14,926 4.3
　複合サービス事業 38,586 33,357 0.6 -5,229 -13.6
　サービス業（他に分類されないもの） 367,161 356,155 6.5 -11,006 -3.0

表3-1-2　青森県・全国の産業大分類別事業所数

資料）総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」

青森県

全国

項目 平成21年
平成24年

増減数
増減率
（％）

平成24年
平成21年 増減数

増減率
（％）

項目
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資料）総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」

図3-1-3 青森県・全国の産業大分類別従業者数の構成比
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資料)総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」

全国
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構成比
（％）

合計 539,293 503,372 100.0 -35,921 -6.7
　農林漁業（個人経営除く） 9,445 8,215 1.6 -1,230 -13.0
　鉱業、採石業、砂利採取業 671 562 0.1 -109 -16.2
　建設業 57,105 52,196 10.4 -4,909 -8.6
　製造業 66,513 63,930 12.7 -2,583 -3.9
　電気・ガス・熱供給・水道業 2,069 1,945 0.4 -124 -6.0
　情報通信業 5,624 6,261 1.2 637 11.3
　運輸業、郵便業 33,412 30,619 6.1 -2,793 -8.4
　卸売業、小売業 127,451 114,745 22.8 -12,706 -10.0
　金融業、保険業 15,519 14,756 2.9 -763 -4.9
　不動産業、物品賃貸業 10,127 9,140 1.8 -987 -9.7
　学術研究、専門・技術サービス業 10,212 10,917 2.2 705 6.9
　宿泊業、飲食サービス業 49,154 43,445 8.6 -5,709 -11.6
　生活関連サービス業、娯楽業 28,957 26,896 5.3 -2,061 -7.1
　教育、学習支援業 11,668 11,693 2.3 25 0.2
　医療、福祉 65,247 67,868 13.5 2,621 4.0
　複合サービス事業 5,552 4,103 0.8 -1,449 -26.1
　サービス業（他に分類されないもの） 40,567 36,081 7.2 -4,486 -11.1

構成比
（％）

合計 58,442,129 55,837,252 100.0 -2,604,877 -4.5
　農林漁業（個人経営除く） 377,595 356,215 0.6 -21,380 -5.7
　鉱業、採石業、砂利採取業 30,684 21,427 0.0 -9,257 -30.2
　建設業 4,320,444 3,876,621 6.9 -443,823 -10.3
　製造業 9,826,839 9,247,717 16.6 -579,122 -5.9
　電気・ガス・熱供給・水道業 210,533 201,270 0.4 -9,263 -4.4
　情報通信業 1,724,414 1,627,316 2.9 -97,098 -5.6
　運輸業、郵便業 3,571,963 3,301,682 5.9 -270,281 -7.6
　卸売業、小売業 12,695,832 11,746,468 21.0 -949,364 -7.5
　金融業、保険業 1,587,909 1,589,449 2.8 1,540 0.1
　不動産業、物品賃貸業 1,546,688 1,473,835 2.6 -72,853 -4.7
　学術研究、専門・技術サービス業 1,781,721 1,663,946 3.0 -117,775 -6.6
　宿泊業、飲食サービス業 5,700,699 5,420,864 9.7 -279,835 -4.9
　生活関連サービス業、娯楽業 2,713,386 2,545,631 4.6 -167,755 -6.2
　教育、学習支援業 1,725,610 1,721,698 3.1 -3,912 -0.2
　医療、福祉 5,629,966 6,178,938 11.1 548,972 9.8
　複合サービス事業 406,920 342,426 0.6 -64,494 -15.8
　サービス業（他に分類されないもの） 4,590,926 4,521,749 8.1 -69,177 -1.5

表3-1-3 　青森県・全国の産業大分類別従業者数

資料）総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」

全国

項目 平成21年
平成24年

増減数
増減率
（％）

青森県

項目 平成21年
平成24年

増減数
増減率
（％）
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構成比
（％）

合計 539,293 503,372 100.0 -35,921 -6.7
　農林漁業（個人経営除く） 9,445 8,215 1.6 -1,230 -13.0
　鉱業、採石業、砂利採取業 671 562 0.1 -109 -16.2
　建設業 57,105 52,196 10.4 -4,909 -8.6
　製造業 66,513 63,930 12.7 -2,583 -3.9
　電気・ガス・熱供給・水道業 2,069 1,945 0.4 -124 -6.0
　情報通信業 5,624 6,261 1.2 637 11.3
　運輸業、郵便業 33,412 30,619 6.1 -2,793 -8.4
　卸売業、小売業 127,451 114,745 22.8 -12,706 -10.0
　金融業、保険業 15,519 14,756 2.9 -763 -4.9
　不動産業、物品賃貸業 10,127 9,140 1.8 -987 -9.7
　学術研究、専門・技術サービス業 10,212 10,917 2.2 705 6.9
　宿泊業、飲食サービス業 49,154 43,445 8.6 -5,709 -11.6
　生活関連サービス業、娯楽業 28,957 26,896 5.3 -2,061 -7.1
　教育、学習支援業 11,668 11,693 2.3 25 0.2
　医療、福祉 65,247 67,868 13.5 2,621 4.0
　複合サービス事業 5,552 4,103 0.8 -1,449 -26.1
　サービス業（他に分類されないもの） 40,567 36,081 7.2 -4,486 -11.1

構成比
（％）

合計 58,442,129 55,837,252 100.0 -2,604,877 -4.5
　農林漁業（個人経営除く） 377,595 356,215 0.6 -21,380 -5.7
　鉱業、採石業、砂利採取業 30,684 21,427 0.0 -9,257 -30.2
　建設業 4,320,444 3,876,621 6.9 -443,823 -10.3
　製造業 9,826,839 9,247,717 16.6 -579,122 -5.9
　電気・ガス・熱供給・水道業 210,533 201,270 0.4 -9,263 -4.4
　情報通信業 1,724,414 1,627,316 2.9 -97,098 -5.6
　運輸業、郵便業 3,571,963 3,301,682 5.9 -270,281 -7.6
　卸売業、小売業 12,695,832 11,746,468 21.0 -949,364 -7.5
　金融業、保険業 1,587,909 1,589,449 2.8 1,540 0.1
　不動産業、物品賃貸業 1,546,688 1,473,835 2.6 -72,853 -4.7
　学術研究、専門・技術サービス業 1,781,721 1,663,946 3.0 -117,775 -6.6
　宿泊業、飲食サービス業 5,700,699 5,420,864 9.7 -279,835 -4.9
　生活関連サービス業、娯楽業 2,713,386 2,545,631 4.6 -167,755 -6.2
　教育、学習支援業 1,725,610 1,721,698 3.1 -3,912 -0.2
　医療、福祉 5,629,966 6,178,938 11.1 548,972 9.8
　複合サービス事業 406,920 342,426 0.6 -64,494 -15.8
　サービス業（他に分類されないもの） 4,590,926 4,521,749 8.1 -69,177 -1.5

表3-1-3 　青森県・全国の産業大分類別従業者数

資料）総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」「平成24年経済センサス－活動調査」

全国

項目 平成21年
平成24年

増減数
増減率
（％）

青森県

項目 平成21年
平成24年

増減数
増減率
（％）
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③ 市町村別事業所数及び従業者数 
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図3-1-5 市町村別事業所数及び増減率（平成21年～24年）

資料）総務省・経済産業省「平成21年経済センサス－基礎調査」、「平成24年経済センサス－活動調査」
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④ 売上(収入)金額及び付加価値額(事業所に関する集計) 
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※事業所単位で売上（収入）金額を調査している９産業について掲載
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※「付加価値額」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計
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(2) 平成24年就業構造基本調査 

 

5 24 (2012 )

 

 

 

① 15歳以上人口の就業構造 

24 (2012 )10 1 15 117 9,900

( ) 65 7,500 (

) 52 2,400 19 (2007 ) 3 7,900

(5.5 ) 2,500 (0.5 )

 

35 9,700 29 7,800

19 (2007 ) 2 3,000 (6.0 ) 1 5,000

(4.8 )

( 3-2-1, 3-2-1) 

 

15歳以上
人口

有業者 無業者
15歳以上

人口
有業者 無業者

平成24年 1,179,900 657,500 522,400 増減数 -35,400 -37,900 2,500
平成19年 1,215,300 695,400 519,900 増減率 -2.9 -5.5 0.5
平成24年 545,100 359,700 185,400 増減数 -17,000 -23,000 5,900
平成19年 562,100 382,700 179,500 増減率 -3.0 -6.0 3.3
平成24年 634,800 297,800 337,000 増減数 -18,400 -15,000 -3,400
平成19年 653,200 312,800 340,400 増減率 -2.8 -4.8 -1.0

15歳以上
人口

有業者 無業者
15歳以上

人口
有業者 無業者

平成24年 110,815,100 64,420,700 46,394,400 増減数 513,600 -1,556,800 2,070,400
平成19年 110,301,500 65,977,500 44,324,000 増減率 0.5 -2.4 4.7
平成24年 53,413,200 36,744,500 16,668,700 増減数 130,700 -1,430,300 1,560,900
平成19年 53,282,500 38,174,800 15,107,800 増減率 0.2 -3.7 10.3
平成24年 57,401,900 27,676,200 29,725,700 増減数 383,000 -126,500 509,500
平成19年 57,018,900 27,802,700 29,216,200 増減率 0.7 -0.5 1.7

資料）総務省「就業構造基本調査」
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表3-2-1　男女、就業状態別15歳以上の人口－平成19年、24年
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図3-2-2　男女、年齢階級別有業率－平成19年、24年
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男女

年齢 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 55.7 57.2 -1.5 66.0 68.1 -2.1 46.9 47.9 -1.0

　　15～19歳　　 10.0 9.4 0.6 9.8 9.5 0.3 10.3 9.3 1.0

　　20～24歳　　 64.1 66.5 -2.4 64.2 66.3 -2.1 64.0 66.7 -2.7

　　25～29歳　　 83.0 83.2 -0.2 86.0 88.7 -2.7 80.1 77.8 2.3

　　30～34歳　　 80.3 79.5 0.8 89.9 89.8 0.1 70.6 69.2 1.4

　　35～39歳　　 81.6 81.7 -0.1 90.9 93.2 -2.3 72.5 70.7 1.8

　　40～44歳　　 83.2 82.9 0.3 93.7 92.6 1.1 73.0 73.8 -0.8

　　45～49歳　　 83.6 85.2 -1.6 91.7 94.2 -2.5 76.0 76.8 -0.8

　　50～54歳　　 81.3 79.9 1.4 91.4 91.5 -0.1 71.9 69.1 2.8

　　55～59歳　　 75.9 74.8 1.1 86.4 87.7 -1.3 66.4 62.8 3.6

　　60～64歳　　 58.1 54.4 3.7 71.5 67.5 4.0 45.7 42.9 2.8

　　65～69歳　　 39.3 34.2 5.1 46.5 42.9 3.6 33.1 27.2 5.9

　　70～74歳　　 26.7 24.5 2.2 34.0 32.5 1.5 21.1 18.3 2.8

　　75歳以上　　 11.6 11.5 0.1 18.6 19.8 -1.2 7.8 7.0 0.8

男女

年齢 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 58.1 59.8 -1.7 68.8 71.6 -2.8 48.2 48.8 -0.6

　　15～19歳　　 15.5 16.9 -1.4 14.6 16.5 -1.9 16.5 17.3 -0.8

　　20～24歳　　 65.1 67.4 -2.3 63.7 66.4 -2.7 66.6 68.4 -1.8

　　25～29歳　　 82.0 81.8 0.2 88.5 89.8 -1.3 75.3 73.5 1.8

　　30～34歳　　 80.4 78.6 1.8 92.3 93.4 -1.1 68.2 63.5 4.7

　　35～39歳　　 80.5 79.6 0.9 93.5 94.4 -0.9 67.1 64.6 2.5

　　40～44歳　　 82.1 82.9 -0.8 93.3 94.6 -1.3 70.7 71.1 -0.4

　　45～49歳　　 84.0 84.6 -0.6 93.2 94.5 -1.3 74.6 74.6 0.0

　　50～54歳　　 83.0 82.1 0.9 92.8 93.2 -0.4 73.2 70.9 2.3

　　55～59歳　　 77.3 75.8 1.5 89.7 90.4 -0.7 65.0 61.5 3.5

　　60～64歳　　 59.8 57.9 1.9 72.7 73.0 -0.3 47.3 43.5 3.8

　　65～69歳　　 39.0 38.6 0.4 49.0 50.0 -1.0 29.8 28.1 1.7

　　70～74歳　　 24.7 25.0 -0.3 32.4 33.4 -1.0 18.0 17.7 0.3

　　75歳以上　　 10.0 11.0 -1.0 16.1 18.0 -1.9 6.3 6.7 -0.4

表3-2-2　男女、年齢階級別有業率－平成19年、24年

総　数 男 女

総　数 男 女

資料）総務省「就業構造基本調査」

全国

青森県

 

 

② 従業上の地位別有業者数 
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77.6 ) 7 9,900 ( 12.2 ) 3 8,600 ( 5.9 )

2 7,200 ( 4.1 )  

( ) 26 8,600 ( 74.7 )

6 1,700 ( 17.2 ) 2 100 ( 5.6 ) 8,500

( 2.4 ) ( ) 24 1,700 (
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男女

年齢 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 55.7 57.2 -1.5 66.0 68.1 -2.1 46.9 47.9 -1.0

　　15～19歳　　 10.0 9.4 0.6 9.8 9.5 0.3 10.3 9.3 1.0

　　20～24歳　　 64.1 66.5 -2.4 64.2 66.3 -2.1 64.0 66.7 -2.7

　　25～29歳　　 83.0 83.2 -0.2 86.0 88.7 -2.7 80.1 77.8 2.3

　　30～34歳　　 80.3 79.5 0.8 89.9 89.8 0.1 70.6 69.2 1.4

　　35～39歳　　 81.6 81.7 -0.1 90.9 93.2 -2.3 72.5 70.7 1.8

　　40～44歳　　 83.2 82.9 0.3 93.7 92.6 1.1 73.0 73.8 -0.8

　　45～49歳　　 83.6 85.2 -1.6 91.7 94.2 -2.5 76.0 76.8 -0.8

　　50～54歳　　 81.3 79.9 1.4 91.4 91.5 -0.1 71.9 69.1 2.8

　　55～59歳　　 75.9 74.8 1.1 86.4 87.7 -1.3 66.4 62.8 3.6

　　60～64歳　　 58.1 54.4 3.7 71.5 67.5 4.0 45.7 42.9 2.8

　　65～69歳　　 39.3 34.2 5.1 46.5 42.9 3.6 33.1 27.2 5.9

　　70～74歳　　 26.7 24.5 2.2 34.0 32.5 1.5 21.1 18.3 2.8

　　75歳以上　　 11.6 11.5 0.1 18.6 19.8 -1.2 7.8 7.0 0.8

男女

年齢 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 58.1 59.8 -1.7 68.8 71.6 -2.8 48.2 48.8 -0.6

　　15～19歳　　 15.5 16.9 -1.4 14.6 16.5 -1.9 16.5 17.3 -0.8

　　20～24歳　　 65.1 67.4 -2.3 63.7 66.4 -2.7 66.6 68.4 -1.8

　　25～29歳　　 82.0 81.8 0.2 88.5 89.8 -1.3 75.3 73.5 1.8

　　30～34歳　　 80.4 78.6 1.8 92.3 93.4 -1.1 68.2 63.5 4.7

　　35～39歳　　 80.5 79.6 0.9 93.5 94.4 -0.9 67.1 64.6 2.5

　　40～44歳　　 82.1 82.9 -0.8 93.3 94.6 -1.3 70.7 71.1 -0.4

　　45～49歳　　 84.0 84.6 -0.6 93.2 94.5 -1.3 74.6 74.6 0.0

　　50～54歳　　 83.0 82.1 0.9 92.8 93.2 -0.4 73.2 70.9 2.3

　　55～59歳　　 77.3 75.8 1.5 89.7 90.4 -0.7 65.0 61.5 3.5

　　60～64歳　　 59.8 57.9 1.9 72.7 73.0 -0.3 47.3 43.5 3.8

　　65～69歳　　 39.0 38.6 0.4 49.0 50.0 -1.0 29.8 28.1 1.7

　　70～74歳　　 24.7 25.0 -0.3 32.4 33.4 -1.0 18.0 17.7 0.3

　　75歳以上　　 10.0 11.0 -1.0 16.1 18.0 -1.9 6.3 6.7 -0.4

表3-2-2　男女、年齢階級別有業率－平成19年、24年

総　数 男 女

総　数 男 女

資料）総務省「就業構造基本調査」

全国

青森県

 

 

② 従業上の地位別有業者数 

( ) 51 200 (

77.6 ) 7 9,900 ( 12.2 ) 3 8,600 ( 5.9 )
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図3-2-3 従業上の地位別有業者数の割合（男、女）－平成14～24年
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平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 657,500 695,400 -37,900 359,700 382,700 -23,000 297,800 312,800 -15,000

　自営業主 79,900 87,000 -7,100 61,700 66,100 -4,400 18,300 21,000 -2,700

　家族従業者 38,600 46,600 -8,000 8,500 8,500 0 30,100 38,200 -8,100

　雇用者 537,400 560,800 -23,400 288,600 307,700 -19,100 248,700 253,100 -4,400

　　会社などの役員 27,200 30,500 -3,300 20,100 23,400 -3,300 7,100 7,100 0

　　雇用者（役員を除く） 510,200 530,300 -20,100 268,600 284,300 -15,700 241,700 246,000 -4,300

総数 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

　自営業主 12.2 12.5 -0.3 17.2 17.3 -0.1 6.1 6.7 -0.6

　家族従業者 5.9 6.7 -0.8 2.4 2.2 0.2 10.1 12.2 -2.1

　雇用者 81.7 80.6 1.1 80.2 80.4 -0.2 83.5 80.9 2.6

　　会社などの役員 4.1 4.4 -0.3 5.6 6.1 -0.5 2.4 2.3 0.1

　　雇用者（役員を除く） 77.6 76.3 1.3 74.7 74.3 0.4 81.2 78.6 2.6

平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 64,420,700 65,977,500 -1,556,800 36,744,500 38,174,800 -1,430,300 27,676,200 27,802,700 -126,500

　自営業主 5,909,600 6,675,200 -765,600 4,450,100 4,950,800 -500,700 1,459,400 1,724,300 -264,900

　家族従業者 1,341,500 1,875,600 -534,100 234,600 310,500 -75,900 1,106,900 1,565,100 -458,200

　雇用者 57,008,800 57,274,200 -265,400 31,959,400 32,814,000 -854,600 25,049,400 24,460,200 589,200

　　会社などの役員 3,471,400 4,011,700 -540,300 2,667,700 3,079,100 -411,400 803,700 932,700 -129,000

　　雇用者（役員を除く） 53,537,500 53,262,500 275,000 29,291,700 29,735,000 -443,300 24,245,700 23,527,500 718,200

総数 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

　自営業主 9.2 10.1 -0.9 12.1 13.0 -0.9 5.3 6.2 -0.9

　家族従業者 2.1 2.8 -0.7 0.6 0.8 -0.2 4.0 5.6 -1.6

　雇用者 88.5 86.8 1.7 87.0 86.0 1.0 90.5 88.0 2.5

　　会社などの役員 5.4 6.1 -0.7 7.3 8.1 -0.8 2.9 3.4 -0.5

　　雇用者（役員を除く） 83.1 80.7 2.4 79.7 77.9 1.8 87.6 84.6 3.0

青森県

男

年齢

実
数

割
合

資料）総務省「就業構造基本調査」

男女 総　数 男 女

（人、％、ポイント）

全国

表3-2-3　男女、従業上の地位別有業者数及び割合－平成19年、24年

女

（人、％、ポイント）
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総　数

 

 

③ 雇用形態別雇用者数 

 ( ) 31 6,700 (

( ) 62.1 ) 9 3,600 ( 18.3 )

3 3,300 ( 6.5 ) 6,600 ( 1.3 ) 3 4,900
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7,400 2,300

( 22 24 (1947 1949 )) 65

 

 20 8,300 ( )

77.6 1 7,800 ( 6.6 ) 1

5,100 ( 5.6 )

 200 



 

平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 657,500 695,400 -37,900 359,700 382,700 -23,000 297,800 312,800 -15,000

　自営業主 79,900 87,000 -7,100 61,700 66,100 -4,400 18,300 21,000 -2,700

　家族従業者 38,600 46,600 -8,000 8,500 8,500 0 30,100 38,200 -8,100

　雇用者 537,400 560,800 -23,400 288,600 307,700 -19,100 248,700 253,100 -4,400

　　会社などの役員 27,200 30,500 -3,300 20,100 23,400 -3,300 7,100 7,100 0

　　雇用者（役員を除く） 510,200 530,300 -20,100 268,600 284,300 -15,700 241,700 246,000 -4,300

総数 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

　自営業主 12.2 12.5 -0.3 17.2 17.3 -0.1 6.1 6.7 -0.6

　家族従業者 5.9 6.7 -0.8 2.4 2.2 0.2 10.1 12.2 -2.1

　雇用者 81.7 80.6 1.1 80.2 80.4 -0.2 83.5 80.9 2.6

　　会社などの役員 4.1 4.4 -0.3 5.6 6.1 -0.5 2.4 2.3 0.1

　　雇用者（役員を除く） 77.6 76.3 1.3 74.7 74.3 0.4 81.2 78.6 2.6

平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

総数 64,420,700 65,977,500 -1,556,800 36,744,500 38,174,800 -1,430,300 27,676,200 27,802,700 -126,500

　自営業主 5,909,600 6,675,200 -765,600 4,450,100 4,950,800 -500,700 1,459,400 1,724,300 -264,900

　家族従業者 1,341,500 1,875,600 -534,100 234,600 310,500 -75,900 1,106,900 1,565,100 -458,200

　雇用者 57,008,800 57,274,200 -265,400 31,959,400 32,814,000 -854,600 25,049,400 24,460,200 589,200

　　会社などの役員 3,471,400 4,011,700 -540,300 2,667,700 3,079,100 -411,400 803,700 932,700 -129,000

　　雇用者（役員を除く） 53,537,500 53,262,500 275,000 29,291,700 29,735,000 -443,300 24,245,700 23,527,500 718,200

総数 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

　自営業主 9.2 10.1 -0.9 12.1 13.0 -0.9 5.3 6.2 -0.9

　家族従業者 2.1 2.8 -0.7 0.6 0.8 -0.2 4.0 5.6 -1.6

　雇用者 88.5 86.8 1.7 87.0 86.0 1.0 90.5 88.0 2.5

　　会社などの役員 5.4 6.1 -0.7 7.3 8.1 -0.8 2.9 3.4 -0.5

　　雇用者（役員を除く） 83.1 80.7 2.4 79.7 77.9 1.8 87.6 84.6 3.0

青森県

男

年齢

実
数

割
合

資料）総務省「就業構造基本調査」

男女 総　数 男 女

（人、％、ポイント）

全国

表3-2-3　男女、従業上の地位別有業者数及び割合－平成19年、24年
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平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

雇用者（役員を除く） 510,200 530,300 -20,100 268,600 284,300 -15,700 241,700 246,000 -4,300

　正規の職員・従業員 316,700 348,700 -32,000 208,300 228,900 -20,600 108,500 119,800 -11,300

　パート 93,600 90,100 3,500 10,100 8,800 1,300 83,500 81,400 2,100

　アルバイト 33,300 31,300 2,000 15,100 15,600 -500 18,200 15,700 2,500

　労働派遣事業所の派遣社員 6,600 10,900 -4,300 3,700 4,900 -1,200 2,900 5,900 -3,000

　契約社員 34,900 27,500 7,400 17,800 14,200 3,600 17,100 13,300 3,800

　嘱託 9,600 7,300 2,300 5,700 3,800 1,900 3,800 3,500 300

　その他 15,500 13,500 2,000 7,900 7,700 200 7,600 5,800 1,800

雇用者（役員を除く） 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 100.0 -

　正規の職員・従業員 62.1 65.8 -3.7 77.6 80.5 -2.9 44.9 48.7 -3.8

　パート 18.3 17.0 1.3 3.8 3.1 0.7 34.5 33.1 1.4

　アルバイト 6.5 5.9 0.6 5.6 5.5 0.1 7.5 6.4 1.1

　労働派遣事業所の派遣社員 1.3 2.1 -0.8 1.4 1.7 -0.3 1.2 2.4 -1.2

　契約社員 6.8 5.2 1.6 6.6 5.0 1.6 7.1 5.4 1.7

　嘱託 1.9 1.4 0.5 2.1 1.3 0.8 1.6 1.4 0.2

　その他 3.0 2.5 0.5 2.9 2.7 0.2 3.1 2.4 0.7

平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

雇用者（役員を除く） 53,537,500 53,262,500 275,000 29,291,700 29,735,000 -443,300 24,245,700 23,527,500 718,200

　正規の職員・従業員 33,110,400 34,324,200 -1,213,800 22,809,000 23,798,700 -989,700 10,301,300 10,525,500 -224,200

　パート 9,560,800 8,855,000 705,800 1,014,300 915,000 99,300 8,546,500 7,940,000 606,500

　アルバイト 4,391,900 4,080,000 311,900 2,193,800 2,058,600 135,200 2,198,100 2,021,300 176,800

　労働派遣事業所の派遣社員 1,187,300 1,607,500 -420,200 447,300 609,300 -162,000 740,100 998,200 -258,100

　契約社員 2,909,200 2,254,700 654,500 1,551,500 1,163,300 388,200 1,357,700 1,091,500 266,200

　嘱託 1,192,600 1,058,500 134,100 758,300 658,200 100,100 434,300 400,400 33,900

　その他 1,185,400 1,042,900 142,500 517,600 506,300 11,300 667,800 536,600 131,200

雇用者（役員を除く） 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 100.0 -

　正規の職員・従業員 61.8 64.4 -2.6 77.9 80.0 -2.1 42.5 44.7 -2.2

　パート 17.9 16.6 1.3 3.5 3.1 0.4 35.2 33.7 1.5

　アルバイト 8.2 7.7 0.5 7.5 6.9 0.6 9.1 8.6 0.5

　労働派遣事業所の派遣社員 2.2 3.0 -0.8 1.5 2.0 -0.5 3.1 4.2 -1.1

　契約社員 5.4 4.2 1.2 5.3 3.9 1.4 5.6 4.6 1.0

　嘱託 2.2 2.0 0.2 2.6 2.2 0.4 1.8 1.7 0.1

　その他 2.2 2.0 0.2 1.8 1.7 0.1 2.8 2.3 0.5

表3-2-4　　男女、雇用形態別雇用者（役員を除く）数及び割合－平成19年、24年

実
数

割
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（人、％、ポイント）

男女 総　数 男

（人、％、ポイント）

男女 総　数

女

年齢

青森県

全国
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年齢

実
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割
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資料）総務省「就業構造基本調査」

男

 

 15 24 5,700

55 1 6,500

1 ( 3-2-5) 

 

（人）

総 数

総数 510,200 316,700 193,500 93,600 33,300 6,600 34,900 9,600 15,500

　15～24歳 38,500 21,500 17,100 3,800 8,000 600 3,700 100 800

　25～54歳 350,000 237,200 112,900 62,300 14,200 4,100 22,200 3,400 6,600

　55歳以上 121,600 58,000 63,500 27,500 11,100 1,800 9,000 6,000 8,000

総数 530,300 348,700 180,600 90,100 31,300 10,900 27,500 7,300 13,500

　15～24歳 50,600 27,800 22,800 5,000 10,200 2,500 3,600 300 1,200

　25～54歳 373,900 262,400 110,900 63,300 12,800 7,700 17,500 2,800 6,800

　55歳以上 105,700 58,500 47,000 21,800 700 6,400 4,300 5,500

総数 -20,100 -32,000 12,900 3,500 2,000 -4,300 7,400 2,300 2,000

　15～24歳 -12,100 -6,300 -5,700 -1,200 -2,200 -1,900 100 -200 -400

　25～54歳 -23,900 -25,200 2,000 -1,000 1,400 -3,600 4,700 600 -200

　55歳以上 15,900 -500 16,500 5,700 11,100 1,100 2,600 1,700 2,500

資料）総務省「就業構造基本調査」

表3-2-5　年齢階級，雇用形態別雇用者（役員を除く）数（青森県）－平成24年、平成19年

雇用形態 会社などの
役員を除く雇

用者 正規の職員
・ 従 業 員

非正規の職員・従業員

パート アルバイト
労働者

派遣事業所

の派遣社員

契約社員 嘱託 その他
　　　　　　年齢

平成
24年

19年

増減
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平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

雇用者（役員を除く） 510,200 530,300 -20,100 268,600 284,300 -15,700 241,700 246,000 -4,300

　正規の職員・従業員 316,700 348,700 -32,000 208,300 228,900 -20,600 108,500 119,800 -11,300

　パート 93,600 90,100 3,500 10,100 8,800 1,300 83,500 81,400 2,100

　アルバイト 33,300 31,300 2,000 15,100 15,600 -500 18,200 15,700 2,500

　労働派遣事業所の派遣社員 6,600 10,900 -4,300 3,700 4,900 -1,200 2,900 5,900 -3,000

　契約社員 34,900 27,500 7,400 17,800 14,200 3,600 17,100 13,300 3,800

　嘱託 9,600 7,300 2,300 5,700 3,800 1,900 3,800 3,500 300

　その他 15,500 13,500 2,000 7,900 7,700 200 7,600 5,800 1,800

雇用者（役員を除く） 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 100.0 -

　正規の職員・従業員 62.1 65.8 -3.7 77.6 80.5 -2.9 44.9 48.7 -3.8

　パート 18.3 17.0 1.3 3.8 3.1 0.7 34.5 33.1 1.4

　アルバイト 6.5 5.9 0.6 5.6 5.5 0.1 7.5 6.4 1.1

　労働派遣事業所の派遣社員 1.3 2.1 -0.8 1.4 1.7 -0.3 1.2 2.4 -1.2

　契約社員 6.8 5.2 1.6 6.6 5.0 1.6 7.1 5.4 1.7

　嘱託 1.9 1.4 0.5 2.1 1.3 0.8 1.6 1.4 0.2

　その他 3.0 2.5 0.5 2.9 2.7 0.2 3.1 2.4 0.7

平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減

雇用者（役員を除く） 53,537,500 53,262,500 275,000 29,291,700 29,735,000 -443,300 24,245,700 23,527,500 718,200

　正規の職員・従業員 33,110,400 34,324,200 -1,213,800 22,809,000 23,798,700 -989,700 10,301,300 10,525,500 -224,200

　パート 9,560,800 8,855,000 705,800 1,014,300 915,000 99,300 8,546,500 7,940,000 606,500

　アルバイト 4,391,900 4,080,000 311,900 2,193,800 2,058,600 135,200 2,198,100 2,021,300 176,800

　労働派遣事業所の派遣社員 1,187,300 1,607,500 -420,200 447,300 609,300 -162,000 740,100 998,200 -258,100

　契約社員 2,909,200 2,254,700 654,500 1,551,500 1,163,300 388,200 1,357,700 1,091,500 266,200

　嘱託 1,192,600 1,058,500 134,100 758,300 658,200 100,100 434,300 400,400 33,900

　その他 1,185,400 1,042,900 142,500 517,600 506,300 11,300 667,800 536,600 131,200

雇用者（役員を除く） 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 100.0 -

　正規の職員・従業員 61.8 64.4 -2.6 77.9 80.0 -2.1 42.5 44.7 -2.2

　パート 17.9 16.6 1.3 3.5 3.1 0.4 35.2 33.7 1.5

　アルバイト 8.2 7.7 0.5 7.5 6.9 0.6 9.1 8.6 0.5

　労働派遣事業所の派遣社員 2.2 3.0 -0.8 1.5 2.0 -0.5 3.1 4.2 -1.1

　契約社員 5.4 4.2 1.2 5.3 3.9 1.4 5.6 4.6 1.0

　嘱託 2.2 2.0 0.2 2.6 2.2 0.4 1.8 1.7 0.1

　その他 2.2 2.0 0.2 1.8 1.7 0.1 2.8 2.3 0.5

表3-2-4　　男女、雇用形態別雇用者（役員を除く）数及び割合－平成19年、24年

実
数

割
合

（人、％、ポイント）

男女 総　数 男

（人、％、ポイント）

男女 総　数

女

年齢

青森県

全国

女

年齢

実
数

割
合

資料）総務省「就業構造基本調査」

男

 

 15 24 5,700

55 1 6,500

1 ( 3-2-5) 

 

（人）

総 数

総数 510,200 316,700 193,500 93,600 33,300 6,600 34,900 9,600 15,500

　15～24歳 38,500 21,500 17,100 3,800 8,000 600 3,700 100 800

　25～54歳 350,000 237,200 112,900 62,300 14,200 4,100 22,200 3,400 6,600

　55歳以上 121,600 58,000 63,500 27,500 11,100 1,800 9,000 6,000 8,000

総数 530,300 348,700 180,600 90,100 31,300 10,900 27,500 7,300 13,500

　15～24歳 50,600 27,800 22,800 5,000 10,200 2,500 3,600 300 1,200

　25～54歳 373,900 262,400 110,900 63,300 12,800 7,700 17,500 2,800 6,800

　55歳以上 105,700 58,500 47,000 21,800 700 6,400 4,300 5,500

総数 -20,100 -32,000 12,900 3,500 2,000 -4,300 7,400 2,300 2,000

　15～24歳 -12,100 -6,300 -5,700 -1,200 -2,200 -1,900 100 -200 -400

　25～54歳 -23,900 -25,200 2,000 -1,000 1,400 -3,600 4,700 600 -200

　55歳以上 15,900 -500 16,500 5,700 11,100 1,100 2,600 1,700 2,500

資料）総務省「就業構造基本調査」

表3-2-5　年齢階級，雇用形態別雇用者（役員を除く）数（青森県）－平成24年、平成19年

雇用形態 会社などの
役員を除く雇

用者 正規の職員
・ 従 業 員

非正規の職員・従業員

パート アルバイト
労働者

派遣事業所

の派遣社員

契約社員 嘱託 その他
　　　　　　年齢

平成
24年

19年

増減
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4 経済動向の年表 
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(2) 平成23年(2011年) 

1

(5 )
JX LNG 16 (20 )

66
(26 -

30 )

10 775 (12 )
GDP 2 (20 )

10 3 (24 )
10 861 (26 )

2

10 12 11 1 -
31% JR (8 )

(11 )

(25 )

10 ( )4 (1 )
(11 )

1 2805 (25 )

3

(5 )
(11 )
1

(17 )
- (22 )

JR - (24 )
(23 )

(30 )

NY 102 (2 )
(11 )

(12 )
1 (15 )

(14 -28 )
1 76 16 (17 )
G7 -81 (18 )

(31 )

4

(7 )
13
( ) (23 )

DC (23 -7 22 )

39
- (12 )

- (25 )
(29 )

5
(9 )

(24 )

(2 )
EU,IMF (3 )

(13 )

6
10 1.30(1 )
10 121% (8 )

(10 )

2 79 (8 )
(19 )

20
(20 )

3
/ (30 )

6 80 51 (30 )

7

- (2 )
- (11 )

(28 -8
20 )

EU 1090 (22 )
(23 )

44 (24 )

8
16 41.9%(4 )

JR - (8 )

61.6% 10 (4 )

(4 )
(30 )

(31 )

9

23
15

(26 )
10 2 (29 )

(2 )
(7/1 ) (9 )

10

23
(11 )

(18 )
( ) (21 )

- (30 )

(4 )
08 2 09 3

(19 )
70 (31 )

1 75 32 (31 )
1

8 (31 )

11
12 (10

)
(24 )

(14 )
TPP (11 )

12
(1 )

2 (16 )
(21 )

(1 )
(12/17) (19 )

(20 )
 

 204 



(2) 平成23年(2011年) 

1

(5 )
JX LNG 16 (20 )

66
(26 -

30 )

10 775 (12 )
GDP 2 (20 )

10 3 (24 )
10 861 (26 )

2

10 12 11 1 -
31% JR (8 )

(11 )

(25 )

10 ( )4 (1 )
(11 )

1 2805 (25 )

3

(5 )
(11 )
1

(17 )
- (22 )

JR - (24 )
(23 )

(30 )

NY 102 (2 )
(11 )

(12 )
1 (15 )

(14 -28 )
1 76 16 (17 )
G7 -81 (18 )

(31 )

4

(7 )
13
( ) (23 )

DC (23 -7 22 )

39
- (12 )

- (25 )
(29 )

5
(9 )

(24 )

(2 )
EU,IMF (3 )

(13 )

6
10 1.30(1 )
10 121% (8 )

(10 )

2 79 (8 )
(19 )

20
(20 )

3
/ (30 )

6 80 51 (30 )

7

- (2 )
- (11 )

(28 -8
20 )

EU 1090 (22 )
(23 )

44 (24 )

8
16 41.9%(4 )

JR - (8 )

61.6% 10 (4 )

(4 )
(30 )

(31 )

9

23
15

(26 )
10 2 (29 )

(2 )
(7/1 ) (9 )

10

23
(11 )

(18 )
( ) (21 )

- (30 )

(4 )
08 2 09 3

(19 )
70 (31 )

1 75 32 (31 )
1

8 (31 )

11
12 (10

)
(24 )

(14 )
TPP (11 )

12
(1 )

2 (16 )
(21 )

(1 )
(12/17) (19 )

(20 )
 

 204 

(3) 平成24年(2012年) 
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(4) 平成25年(2013年) 
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(4) 平成25年(2013年) 
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